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第 2 章では、善管注意義務を検討している。ここでは、旧信託法 20 条が定める同義務の内容及
び趣旨等について、学説に加え、委任との比較等を踏まえ整理している。本研究では、その性質を
文理及び立法過程から直ちに明らかとすることはできなかったものの、学説が一般に任意規定と解
しているところ、かつての担保付社債信託法 68 条 2 項における受託会社の善管注意義務の文理と
の比較という形式的理由と信託行為は支配的形態として信託契約によるものであり、これを民法上
の財産管理権者と共通の義務と考えることができるという実質的理由から、任意規定と解すべきこ















































条が受益権の取引を射程としていないこと、同条 2項 1号及び同法 32条 2項 1号につき、信託行
為の変更を相対的に容易に行いうる場合があることや善管注意義務の射程との関係で問題が生じ


























 第 3に、本研究は上記の 2つの特色を踏まえたうえで、我国信託法固有の問題として善管注意義
務と忠実義務という受託者の最も基本的な義務を取り上げて検討している。そして、結論として、
立法担当者の見解や多くの立論とは異なり、善管注意義務の任意法規性の限界と忠実義務の強行法
規制を導きだしている。これらの結論は十分な論証をもって展開されており、説得的な内容となっ
ている。この点にこそ本研究の独自性と新規性を見出すことができるであろう。 
 第 4に、本研究は信託業法についても細かい考察を展開している。信託業法は極めて専門的な法
律であり、その理解は決して容易ではないが、本研究は信託業法における信託会社の善管注意義務
と忠実義務に係る行為準則の内容・趣旨を制定過程に照らして明らかにしている。信託業法に関す
る研究はこれまで本格的なものは存在しなかったが、本研究によってそのような研究上の空白が埋
められることとなった。本研究は信託実務に裨益するものと位置付けることができよう。 
 以上のような４つの特色を有する本研究は、受託者の善管注意義務と忠実義務に関して新しい独
自の見解を主張している。この主張は、信託制度の本質的な在り方に関する考え方から帰納された
ものであり、十分な説得力を有している。本研究は、学界・実務に大きな問題を提起した本格的な
信託法研究と位置付けることができるものである。 
 以上、本学位論文は、その問題意識、方法論、論理展開のいずれの側面においても、優れたもの
であると評価することができ、博士（法学）を授与するに十分なものと判断する。 
 
【学力の確認】 
論文審査委員会による学力の確認を平成２７年１月９日に実施し、十分に学力があるものと認定
した。 
 
【結論】 
よって、著者は、博士（法学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
